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 1 問題提起 
本研究の目的は，イギリスの会計基準において
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 2 資産再評価の会計基準 
本節では，まず value to the business の概念に




た後に，簿価を value to the business の測定基準
にもとづいて再評価することが認められている11)。 








図表 1 はこれらの関係を図示している。 
 
図表 1 value to the business 
企業にとっての価値












(出所) Accounting Standards Board, Discussion Paper: Measurement of tangible 
fixed assets, ASB, 1996, par.2.18. 
 
このように金額が決定される根拠は次のとおり
である。例えば，ある資産 A が失われると，A を
利用することで得られる回収可能価額（x とする）
も同時に失われる。しかし x は A を再調達すれば
回復する。したがって，A を失うことによる損失の
最少額は，x ではなく A の再調達原価（y とする）
で測定できると考えられる。ただし，A が再調達さ
れるのは x より A の再調達原価 y が低い場合に限
られる。もし逆の場合は A を再調達することは無
意味になるからであり，A の再調達は行われないで
あろう。したがって，この場合は x をもって A を
失うことによる損失の最少額と考えられる。以上の
結果，value to the business は，再調達原価と回収可
能価額のいずれか低い方の金額ということになる。 
 3 value to the business の起源 
それでは，なぜ value to the business か。これ
を明らかにしていくために，本節では，イギリス
会計基準における value to the business の起源を
特定化する。具体的な作業は，FRS15号が設定さ
れた経緯を歴史的にさかのぼり，この過程で value 






これには， 2 つの討議資料と 1 つの公開草案がある。 
 
 
1993年  3 月 討議資料「財務諸表における測定」 
（The role of valuation in financial reporting） 
 
1996年10月 討議資料「有形固定資産の測定」 
（Measurement of tangible fixed assets） 
 
1997年10月 公開草案 FRED17号「有形固定資産の測定」 
（Measurement of tangible fixed assets） 
  
value to the business 
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うのか。これには， 3 つの説明が可能である。第 1 
は，イギリス会社法が資産再評価を容認していた
ことである。これは，イギリスにおいて取得価額





























ろ換算である。したがって，このときには value to 
the business の考え方は存在していない。 
その後，1980年に公表された SSAP16号「現在原
価会計」では SSAP 7 号の方式に代えて，各個別資
産への物価変動の影響を考慮するアプローチが採
用された。この場合には，各資産を個別に評価す
る必要が生じ，この評価の手続きにおいて value to 









る value to the business の起源は，Sandilands Report
にもとめられる。 
 4 Sandilands Report 
 4.1 1970年代の時代背景 
本節では，Sandilands Report に焦点をあて，こ
れが公表された1970年代の時代背景，内容の骨子，



































図表 3 イギリスにおける消費者物価指数の変化率 
 
(注) 1 対前年の変化率であり，添字は公表物の番号と対応している。 
























を value to the business により評価し，個々
の企業それぞれに対する物価変動の影響を反
映 さ せ る 現 在 原 価 会 計 （ Current Cost 
Accounting）がもっとも優れている。 













































 4.3 value to the business の論拠 
Sandilands Report の第 5 章「会計利用者の情報



















に value to the business がもっとも望ましいとさ
れた。 




 5 学説 
value to the business の積極的な意義は何か。本

















 5.1 Hicks[1946]と Bonbright[1937]の鍵概念 
彼らの学説で重要な役割を果たしている概念が 
2 つある。  1 つは， Hicks[1946]の“economic 
income”(経済的利益）であり，いま 1 つは，
























そこで，彼らは Bonbright[1937]の value to the 














































で“value to the business”の概念が生成されるに
至ったといえる。 
 5.2 value to the business の利点 













ースでどれが value to the business として採用さ




















図表 4  3 つの時価の大小関係の組み合わせ 
 
1 NRV > PV > RC 
2 NRP > RC > PV 
3 PV > RC > NRV 
4 PV > NRV > RC 
5 RC > PV > NRV 
6 RC > NRV > PV 
 
NRV : Net Realizable Value 正味実現可能価額 
RC : Replacement Cost 再調達原価 
PV : Present Value 割引現在価値（使用価値） 
下線は各状況における value to the business 
 
 











































































 6 1990年代におけるコメントレターの分析 
本節では，1990年代に ASB に寄せられたコメン
トレターを分析することを通じて，value to the 
business の現代的な意義を探る。分析のねらいは，













          
 産 業 26 (8)   学 術 2   
 監 査 16 (5)   法 律 1 (1)  
 金 融 8 (3)   Ｎ Ｐ Ｏ 1   
 個 人 4    入手不可 4   
 政 府 2    合 計 64   
          
 
分析の結果は以下のとおりである。まず，value 
to the business という言葉が含まれているものは
12通ある。このうち，この概念の評価を具体的に
行っているものは次の 1 通のみである。 
 
「われわれは，資産時価を測定する適切な基






（Chartered Institute of Public Finance and 
Accountancy） 
 
これは，前節で述べた value to the business の




ているものは13通ある（産業 6 ，監査 3 ，金融 2 ，




































値に対する抵抗感があり，このことは value to the 
business が支持される一因になっていると推察で
きる。 
 7 結論 
イギリス会計基準において，なぜ資産価値を












value to the business によって測定することが
提唱された。 
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